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は し が き

本書は、筆者が長年関心を抱き、名誉毀損の実情、法理、類型等について広
く理解を得たいと執筆した『名誉毀損の百態と法的責任――判例分析からみる
法理と実務』（平成26年 6 月発行）の改訂版である。この前書の作成の経過、内
容については、前書の「はしがき」に紹介したとおりであるが、幸い、読者の
ご理解を得たようであり、改訂版を出すことができたものである。

前書においては、社会や法律実務においては、実にさまざまな内容・態様の
名誉毀損をめぐる問題が発生し、訴訟が提起され、判決に至ったとしてもさま
ざまな判断が示されていることを紹介したつもりであるが、紹介・検討の対象
とした判決は、紙数の制約等の事情から、平成15年 1 月から平成25年 2 月まで
に言い渡された判決（地裁、高裁、最高裁の各判決である）のうち、法律雑誌に
紹介されたものであり（前書の執筆の時点を基準とすると、最近に言い渡された判

決ということができる）、限定された期間の判決にとどまったものである。筆者
としては、紹介・検討の対象とした判決の期間を相当に限定的であったことは
心残りであり、日頃気がかりであったことから、改訂の機会に、平成元年 1 月
以降現在に至るまでの判決を収集し（時代は令和になったが、令和時代の判決も

一部収集している）、その範囲を拡大し、時代とともに変化する名誉毀損の内
容・態様を年代を追って紹介することができるようにしたものである。なお、
戦後の昭和時代の判決についても、検索する等し、昭和63年末までのものを一
覧できる内容で本書の最後に紹介しているが、各判決の概要を省略しているの
は、紙数の制約、概要の要約に要する時間の制約が主要な事情である。

また、本書においては、前書で紹介していた各判決の「特徴」部分を省略し
ているが、これも同様な事情からである。

本書は、基本的に平成元年 1 月以降の名誉毀損が問題になった判決につい
て、各類型に分類し、年月日順（判決の言渡日であり、名誉毀損が問題になった

行為・言動の行われた日ではない）にその概要を紹介することを主要な目的と
し、名誉毀損の実務、法理に関心をもつ読者諸氏に、実務上の観点から網羅的
に判決を参考資料として提供しようとするものである（本書の題名を『名誉毀

損　判例・実務全書』としたのは、この趣旨からである）。本書に紹介する各判決
は、その内容面では概要を紹介するものであり、事案の詳細、判決の詳細、判
決の意義・位置づけ・当否等の分析、紹介をするものではないが（筆者の個人
的な意見はもちろんあり、その一部は前書に記載しているところであり、その余の
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判決についても意見を抱いているが、前記の目的を優先した）、類型ごとの各判決
の概要・傾向によって各判決の意義・位置づけ等はある程度理解することがで
きるし、参考になりそうな各判決を一読することによって各判決の意義・位置
づけ・当否をより正確に理解することができよう。

前書、本書を執筆しつつ、名誉毀損は、インターネット社会になり、社会の
インターネット化が一層拡大し、深化するにつれ、名誉毀損をめぐる問題は、
減少するどころか、一層拡大し、増加し、複雑化していることが明らかになっ
ているし、コンピュータ機器、インターネットの活用によって誰でも名誉毀損
の被害者になるだけでなく、加害者になるリスクが高まっており、名誉毀損の
被害の内容が多様化し、被害救済の方法・手続・程度がより限定的になってい
ることも明らかになっている。本書は、現代社会の現時点における名誉毀損の
実情とこれに対する判例を中心とした法理を分析し、紹介するにすぎないもの
であり、今後の名誉毀損の手段・媒体、被害の内容・態様、加害者の範囲等の
事情の変化によって新たな法律問題が発生し、新たな法理、判断基準の形成が
問題になることが予想される。本書は多数の判決を網羅的に紹介するものであ
り、一読してもらうと、名誉毀損の法律問題の終着時点をうかがわせるように
も思われるが、名誉毀損の法律問題の長い歴史の中では、インターネットが流
行始めた時代の中間時点の状況を紹介するにすぎないものである。

本書の企画、出版にあたっては、前書を創意をもって担当していただいた編
集者が退職したため、新しく本書を担当していただいた民事法研究会編集部の
松下寿美子氏に大変お世話になった。本書については多数の判決の整理等の作
業があり、ご苦労をお願いせざるを得なかったが、最後に、感謝申し上げた
い。

令和 2 年12月吉日
� 升田　純
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1　週刊誌による名誉毀損

1 　概　要

読者諸氏は、日頃、電車に乗っていたり、病院、診療所、銀行、理容室・美
容室、食堂等で待たされたりしている間、時間をつぶすために多種多様な週刊
誌を読むことが少なくないであろう。あるいは読者諸氏の中には、新聞の広
告、電車の中吊広告を見て、興味が惹かれた週刊誌を購入して読むこともあろ
う（もっとも、広告の内容を読むだけで購入しない読者も多いと推測される）。
週刊誌は、それぞれの編集方針、専門分野等によって、掲載される記事の種
類、内容、情報の加工の仕方等が異なるものであり、それにしたがって読者層
も、記事の信頼性も異なるところがあるが、おおむね共通しているところは、
個人のプライバシー、個人、法人の広い意味の名誉に関する情報を読者の興味
を惹き付けることをめざした表現の仕方と内容によって、取り上げる記事の内
容、構成、見出し、広告を作り上げていることである。週刊誌が記事を取り上
げる場合には、文字情報によるだけでなく、写真、漫画等の他の類型の情報も
活用し、さらに文字情報であっても、文字の大きさ、位置、表現の方法も活用
して、読者の興味を惹きつけるさまざまな工夫が凝らされていることも特徴的
である。これらの工夫の多くは読者の関心を売上げ等を考慮したものであろう
が、従前の名誉毀損をめぐる訴訟や判決に影響を受けたものもあろう。なお、
人の本質にも関連するが、週刊誌に取り上げられる事項は、対象になった個
人、法人等の評価を低下させ、貶

おとし

めるような事項が多くあり、前記の読者を
惹きつけることは、記事の対象者の批判、悪口によって惹き付けようとしてい
るものである。
週刊誌は各種類、各分野のものが発行されているが、その発行部数が中長期
的に減少傾向がみられるようであるが、その社会的な影響力は相当にあり、テ
レビ報道、テレビ番組の中には定期的、あるいは随時週刊誌の記事を紹介する
ものがあるし、週刊誌の記事をきっかけにして取材をし、放送内容とするもの
もあり、その数量、影響力は増しているようにも思われる。近年は、週刊誌、
テレビだけでなく、インターネット、新聞等の情報伝達の各種の媒体が相互に
影響し合って、特定の情報が一旦注目されると、各種の媒体がこぞって取り上
げ（具体的にはその情報の中心にいたり、あるいは関係する個人、法人、出来事が
集中して取り上げられることになる）、ますますその情報の伝達、報道が沸騰し
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がちになる傾向が顕著にみられるようになっている。現代社会においては、週
刊誌、テレビ、新聞、インターネット等の情報伝達の各種の媒体が提携し合
い、あるいは連動し、特定の情報につき集中的に取り上げ、伝達し続ける特徴
がみられる。このような情報が個人、法人の名誉、信用を低下させるものであ
る場合には、その個人、法人に対する重大、あるいは事情によっては深刻な名
誉・信用毀損に及ぶおそれが容易に生じることになる。このような情報の中に
は個人、法人に対する意図的に、あるいは偏見をもって伝達されるものもあ
り、個人、法人に回復不能、回復困難な損害を与える事例も散見されている
が、このような名誉・信用毀損は、実際上、私刑や公開処刑にあたるものでも
ある。
なお、週刊誌による名誉毀損が問題になる場合であっても、週刊誌の記事自
体、週刊誌の発行会社等によってインターネットのさまざまなウェブサイトに
公開されることが広く行われていることから、週刊誌による名誉毀損が問題に
なると同時に、インターネットにおける名誉毀損が問題になることが多いであ
ろう。このような事情は、他の情報伝達の媒体についても同じであるから、新
聞等の紙媒体、他の媒体による名誉毀損の場合にも、同様にインターネットに
よる名誉毀損が問題になり得るし、インターネット以外の媒体相互にも同様な
事情がみられることがある。
名誉毀損をめぐる判決が継続的に公表されている法律雑誌（たとえば、判例

時報等）において、名誉毀損の訴訟の被告になる事例が最も多いのは、週刊誌
によるものである。法律雑誌に掲載されていない判決を含めた場合にも、筆者
の個人的な経験によるものの、週刊誌による名誉毀損の事例が最も多い。な
お、名誉毀損をめぐる判決は、法律雑誌に掲載されているものは、全体のごく
一部にすぎないのが実情である。

2   個人に対する名誉毀損をめぐる判例

本項においては、週刊誌による名誉毀損の事例について紹介するが、週刊誌
によって取り上げられた人を個人と法人に分けて紹介したい。名誉毀損のう
ち、個人が対象とされる場合には、個人の名声等に関する社会的な評価が取り
上げられることが多いのに対し、法人が対象とされる場合には、法人の活動、
事業、信用に関する社会的な評価が取り上げられることが多いという違いがあ
る。なお、個人の場合であっても、個人事業者、法人の経営者・運営者につい
ては、法人と同様な社会的な評価が取り上げられることがあるが、本書では、
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個人事業者等を含めて、個人の項で紹介している。
週刊誌による名誉毀損が問題になった個人の社会的な地位等の属性は多様で
ある。

［1］東京地判平成元・9・6判時1351号79頁、判タ718号152頁
【事案の概要】　週刊誌の発行を業とする Y株式会社（株式会社新潮社）は、X
につきその妻を外国の海で保険金目当てに殺人を犯した疑いがある旨の記事を
週刊誌（週刊新潮）に掲載したため、Xが Yに対して名誉毀損を主張し、不法
行為に基づき損害賠償、謝罪広告を請求した。
判　決　本判決は、記事の真実性の立証が十分ではなく、相当の理由があるとはい
えないとして、名誉毀損の不法行為を肯定し、慰謝料として100万円の損害を認
め、損害賠償請求、謝罪広告掲載請求を認容した。

［2］東京地判平成元・11・17判時1332号89頁
【事案の概要】　Xは、産婦人科医師であるが、A社団法人（社団法人共同通信
社）の調査に関与した際に、アンケートに答えた女性は、中絶を抜歯のように
しか意識していないのであろうかとの旨の話をし、記事になっていたところ、
雑誌（タイム）を発行するY会社（タイム社）が Xの取材もせず、この記事を
引用して同様な記事を掲載したため、Xが Yに対して名誉毀損を主張し、不
法行為に基づき損害賠償、謝罪広告の掲載を請求した。
判　決　本判決は、Yの記事が正確な引用ではなく、事実に反するとして、名誉
毀損の不法行為を肯定し、慰謝料として30万円の損害を認め、損害賠償請求を認
容し、その余の請求を棄却した。

［3］東京地判平成2・3・26判時1343号62頁
【事案の概要】　ロス疑惑事件で話題になっていた Xは、刑事訴訟で関連事件
につき有罪判決を受けた直後であったが、作家Aが日刊紙（朝日新聞）等を発
行するY株式会社（株式会社朝日新聞社）の発行に係る週刊誌（週刊朝日）にX
につき殺人事件の犯人であり、無期懲役がふさわしいことを内容とする記事を
掲載したため、Xが Yに対して名誉毀損を主張し、不法行為に基づき損害賠
償、謝罪広告の掲載を請求した。
判　決　本判決は、記事が Xの社会的評価を低下させないとし、名誉毀損を否定
し、請求を棄却した。
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［4］東京地判平成2・3・26判時1343号66頁
【事案の概要】　ロス疑惑事件で話題になっていた Xは、刑事訴訟で関連事件
につき有罪判決を受けた直後であったが、作家Yが日刊紙（朝日新聞）等を発
行する A株式会社（株式会社朝日新聞社）は発行に係る週刊誌（週刊朝日）に
X につき殺人事件の犯人であり、無期懲役がふさわしいことを内容とする記
事を掲載したため、Xが Yに対して名誉毀損を主張し、不法行為に基づき損
害賠償を請求した。
判　決　本判決は、記事は論評にあたるが、名誉毀損を肯定し、慰謝料として
100万円の損害を認め、請求を認容した。

［5］東京地判平成2・7・16判時1380号116頁
【事案の概要】　ロス疑惑事件で話題になった X は、殺人未遂事件で起訴さ
れ、拘置所において勾留中であったところ、週刊誌等の出版を業とする Y1株
式会社（株式会社扶桑社）は、その発行に係る週刊誌（SPA！）において Xに
つき拘置所内での正義は死なずと絶叫した等の言動を内容とする記事を掲載し
たため、Xが Y1のほか、編集発行人Y2に対して名誉毀損、侮辱を主張し、損
害賠償、謝罪広告の掲載を請求した。
判　決　本判決は、名誉毀損を否定したものの、侮辱を肯定し、慰謝料として80
万円の損害を認め、損害賠償請求を認容し、その余の請求を棄却した。

［6］京都地判平成3・3・7判タ758号248頁
【事案の概要】　週刊誌（アサヒ芸能）を発行する Y1株式会社（株式会社徳間書
店）は、Xが京都市において古都税の反対運動をしていた不動産会社の代表者
であったところ、Xにつき Y1がサル知恵、あまりにきな臭いうわさが多すぎ
る等の内容の記事を週刊誌に掲載したため、Xが Y1のほか、編集発行人Y2に
対して名誉毀損を主張し、不法行為に基づき損害賠償、謝罪広告の掲載を請求
した。
判　決　本判決は、記事の大半が人身攻撃である等として名誉毀損を認め、一部が
論評であるとし、名誉毀損を否定し、慰謝料として100万円の損害を認め、損害賠
償、謝罪広告の掲載請求を認容した。

［7］京都地判平成3・3・26判タ758号239頁
【事案の概要】　週刊誌（週刊現代）を発行する Y1株式会社（株式会社講談社）
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は、Xが京都市において古都税の反対運動をしていた不動産会社の代表者で
あったところ、ルポライターY3が X につき古都税問題を利用して自己の利権
を拡大しようとする黒幕的存在である等の内容の記事を執筆し、Y1がこの記
事を週刊誌に掲載したため、Xが Y1、Y3のほか、編集人Y2に対して名誉毀損
を主張し、不法行為に基づき損害賠償、謝罪広告の掲載を請求した。
判　決　本判決は、記事につき真実と信ずるにつき相当の理由があったとし、名誉
毀損を否定し、請求を棄却した。

［8］東京地判平成3・9・30判時1402号86頁、判タ771号193頁
【事案の概要】　Xは、ロス疑惑事件で社会の話題になり、逮捕、勾留されて
いたところ、週刊誌（週刊朝日）を発行する Y株式会社（株式会社朝日新聞社）
は、X につき約20年前に皇族、百貨店、女優を脅迫する等した事件を起こし
ていた旨の記事を週刊誌に掲載したため、X が Y に対して名誉毀損を主張
し、不法行為に基づき損害賠償を請求した。
判　決　本判決は、一部の記事には公共性が認められず、他の記事には真実と信ず
るにつき相当の理由が認められないとし、名誉毀損を認め、慰謝料として100万円
の損害を認め、請求を認容した。

［9］東京地判平成3・12・16判タ780号217頁
【事案の概要】　Xがロス疑惑事件で社会の話題になっていたところ、週刊誌
（週刊女性）を発行する Y株式会社（株式会社主婦と生活社）は、米国ロサンゼ
ルスで白骨死体となって発見された女性の母親の手記において X に真実を
語ってほしい等の内容を記載したものを週刊誌に掲載したため、Xが Yに対
して名誉毀損を主張し、不法行為に基づき損害賠償を請求した。
判　決　本判決は、手記が Xにつき犯人であることを示唆するものであり、社会
的評価を低下させる等とし、名誉毀損を認め、慰謝料として50万円の損害を認
め、請求を認容した。

［10］大阪地判平成4・7・24判時1440号113頁
【事案の概要】　Xは、少女に対する殺人・強姦致死事件で起訴され、第 1審
で無罪判決を受け、検察官の控訴により、高裁で控訴審が審理中であったとこ
ろ、週刊誌（週刊新潮）を発行する Y株式会社（株式会社新潮社）は、少女殺
しの逆転放免の裁判官は無罪常習との旨の見出しを付け、異常な裁判官による
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誤ってされた異常な判決であること、高裁で逆転される可能性があること等を
内容とする記事を週刊誌に掲載したため、X が Y に対して名誉毀損を主張
し、不法行為に基づき損害賠償、謝罪広告の掲載を請求した。
判　決　本判決は、本件記事の主要部分は証拠評価の部分であり、その前提となる
事実は、論告要旨、弁論要旨、判決謄本から明らかであるとし、名誉毀損の違法阻
却を認め、不法行為を否定し、請求を棄却した。

［11］東京地判平成4・10・27判時1471号127頁
【事案の概要】　Xは、A大学の常務理事であり、A大学の総長選挙が行われ
ていたところ、週刊誌（週刊文春）を発行する Y株式会社（株式会社文藝春秋
社）は、Xにつき職員の人事の恣意的な異動を行ってきたこと、総長選挙では
自己の立場の維持、安定を図るため候補者に支援を持ちかけていること、裏口
入試に関与し、不正蓄財をしてきたこと、妾を囲ったり、酒席で女子職員にわ
いせつ行為に及んだことを内容とする記事を週刊誌に掲載したため、Xが Y
に対して損害賠償、謝罪広告の掲載を請求した。
判　決　本判決は、人事等につき真実と信ずる相当の理由があるとし、裏口入試等
につき裏付け取材が不十分であり、相当の理由がないとし、妾等につき単なる私的
な事柄であるとし、二つの記事につき名誉毀損を認め、慰謝料として150万円の損
害を認め、損害賠償請求を認容し、その余の請求を棄却した。

［12］東京地判平成4・12・22判タ859号225頁
【事案の概要】　ロス疑惑事件で話題になっていた Xが殺人罪等により起訴さ
れていたところ、週刊誌（週刊大衆）を発行するY株式会社（株式会社双葉社）
は、Xにつき SM嬢等の風俗関係者らが Xを相手として経験した性行為を内
容とする記事を座談会形式で週刊誌に掲載したため、Xが Yに対して名誉毀
損を主張し、不法行為に基づき損害賠償を請求した。
判　決　本判決は、名誉毀損を認め、慰謝料として100万円の損害を認め、請求
を認容した。

［13］大阪高判平成5・1・28判タ827号201頁
【事案の概要】　前記の［ 7］京都地判平成 3・ 3・26判タ758号239頁の控訴審
判決であり、Xが控訴した。
判　決　本判決は、記事の一部につき真実と信ずる相当の理由がなかったとし、名
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